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• 積上げてきた経営リソースを活かし、新中期は成長と収益を両立させるフェーズへ

パナソニック エナジーの全体総括と新中期の考え方

DC向け事業を成長ドライバーとして 28年度 売上高2兆円規模、AOP3,000億円超を目指す

• カンザス工場 大規模投資と量産開始(25年7月～)

• AIデータセンタ（DC）の高度化にあわせた

電源ソリューションの進化（次世代品のAward獲得）

• DC向け供給能力の適時拡大 （車載ラインの転換）

• 各国政策への対応・サプライチェーン強靭化

新中期方針

これまでの
総括・実績

グリーン（EV）とデジタル（DC）に注力し、市場と呼応する形で事業ポートフォリオを着実に進化

<経営実績・事業構成の推移>  

7,644億円

9,842億円

産業・民生

車載

売上高

調整後
営業利益
（AOP）

682億円 721億円

21年度 2５年度

産業・民生

車載
*

*構成比はIRA補助金除き

<主な事業取組みの進捗>  

- 経営リソースをDC向けに大きくシフトし、PEC全体の経営効率を最大化
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• 生成AIによる市場成長が加速する中、消費電力増大に対する高度な電源ソリューション要求が拡大

業界ニーズの変化

- GPU/DCシステム進化に伴う電力効率の最適化が必須- 生成ＡＩの社会実装/収益化が鮮明で、投資拡大継続

DC市場・顧客動向

SNS/クラウド AI学習/推論

電
源
へ
の
要
請

20252022

電源バックアップ（365日安定稼働）

電力ピーク抑制

電力負荷変動の吸収

AIエージェント

2028

用途

GPU Hopper Blackwell Rubin Feynman

ＤC全体効率向上

出所：モルガン・スタンレー(26.2)基に当社推定

課題 課題 次世代ＰＦに向けた高度な電源マネジメントシステム需要急拡大への対応

ハイパースケーラーTOP4社の設備投資

次世代
ＰＦ対応

DC-DC内蔵BBU

BBU内蔵シェルフ

ＣＢＵ

ラックあたり必要電力

30kW

>1MW

市場環境認識

※DC-DC  ：  DC（直流）-DC(直流)コンバータ BBU  ：  Battery Backup Unit  CBU ：  Capacitor Backup Unit

（プラットフォーム）

203020282025

2.5倍

（B$）

24％25-30 CAGR

100kW
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目指す姿 （リマインド）

• 独自の強みを進化させ、「ソリューション提案力」と「供給力」でお役立ちを最大化

① 業界リーダーとの強い関係性（実績・信頼）

② 顧客課題を解決する設計提案力  

③ 提案商品の具現化力 （性能・安全性・信頼性）

高出力・劣化抑制 高効率・低ノイズ

安全機構・
冷却・最適制御

実現を可能とする独自の強み

最適
統合

ハイパー
スケーラー

①顧客基盤

②提案力

DC向け電源ソリューションプロバイダ

業界
イニシアティブ

堅持

 高度化する顧客課題への
先行的なソリューション提案

 需要急増・変動に応える柔軟な供給力

安全な電池を核とした蓄電システムでお役立ちを最大化

目指す姿

提供価値

セル 電源システム

③商品化

モジュール

セル
（DC-DCコンバータ等）

電源ユニット

圧倒的
シェア※

※DC向け分散型電源システム

顧客と共創した設計思想を

早期具現化し、業界標準化

ビジネスモデル
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- 開発済み従来型商品の需要拡大に加え、次世代商品で更に成長

- 売上高計画に含まれる商品はAward    獲得済み

中期計画 （売上高・投資）

（年度）

中期売上高計画

• 28年度 売上高 １兆円規模 および その先の更なる持続的成長に向けた投資を実行

従来型商品

次世代商品

・現行BBUシリーズ
（バックアップ、ピーク抑制）

・CBU 

・電源専用ラック向けBBU

投資計画

供給体制
整備

・国内車載ラインのDC向け転換

・カンザス拠点 立上げ・DC向け転換

・メキシコ モジュール工場新設

- 需要を見極めながら事業規模に応じた投資を着実に実行

提案力・
開発力強化

・システム/デバイスの進化にむけた

開発・試作ライン立上げ

売上高（億円）

（Award ： 製品の開発推進・受注合意案件）

・高出力BBU（新商品）

25年12月時点

投資総額

3,５00
億円1

2

1

2

※カンザス拠点の車載共通基盤投資含む

※
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強化施策① 供給体制の整備

• 日本に加え、北米完結型サプライチェーン構築を加速し、旺盛な需要に量（供給量）・質（柔軟性）で対応

北米

 セル [カンザス]

- DC向けライン導入(２８年度 量産開始予定)

 モジュール [メキシコ]

- 第2工場 26年度量産開始

- 第3工場 設立  （２７年度 量産開始予定)

 サプライチェーン対応

- 電源サプライヤー連携で北米調達加速 
(２8年度 ５0%超へ引上げ)

ハイパー
スケーラー

米国（カンザス）
セル生産

他地域

メキシコ
モジュール生産

日本
セル/モジュール生産

実戦：モジュール 破線：セル

北米完結

日本

 セル

- ２８年度LIB生産能力
約3倍に増強 （25年度比）

- 大阪工場 車載ライン転用
(LIB・スーパーキャパシタ)

26年4月LIB出荷開始

 モジュール （BBU・CBU）

- 生産能力の更なる増強
（協力会社）

考え方

• 車載拠点含む既存拠点の有効活用で需要急増に対応

• 需要変動に柔軟に対応できる供給網確立

‐ 顧客の最大需要地である米国と、メキシコでの能力拡充

‐ 電源コンポーネントの現地調達強化

【実行計画】

中長期的な

市場ニーズに応じた

供給方針確定
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ラックあたりのBBU出力 ／        電源ユニット特性向上

強化施策② 次世代に向けた提案・開発力強化

• デバイス進化/システム進化の総合力で新たなソリューションをタイムリーに提供 

・「ケミカル」 x 「機構設計」での 

    高出力専用LIB・BBU先行開発中

デバイス システム

スーパー
キャパシタ

LIB

DC全体の電力効率化

電力ピーク
抑制

2024 2026 2028

セル出力 ８０W 12０W（新セル） 2０0W超

第１世代 第2世代

CBU第１世代 CBU 第2世代

HVDC（直流高電圧）対応 新構造対応

顧客と密に連携し機能/仕様提案 スペックに落とし込み先行開発

ロードマップ

- 進捗 -

先行技術開発

ソリューションの
先行開発モデル

総合力

BBU

電力負荷
変動吸収

CBU ・インダストリー社連携でのCBU

第1世代を26年度中に量産開始

・HVDC対応BBU 26年度中に量産準備

ラックあたり必要電力 30kW 100kW 1MW
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• 強化施策を通じ、中期計画を確実に遂行し、長期的な成長を実現

売上高目標 1兆円規模

＜２８年度経営目標＞

ROIC※ 目標  > 20%
※エナジーソリューション事業部

売上高
（億円）

 DC向け蓄電システム事業規模

約3倍
（2025年度比）

次世代PFによる
更なる成長

202５ 2026 20３０ （年度）

経営目標 （DC向け蓄電システム）

25年12月時点

2028
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本プレゼンテーションには、パナソニック ホールディングス株式会社（以下、当社）およびそのグループ会社(以下、当社およびグループ会社を総称して当社グループ)の「将来予想に関する記
述」に該当する情報が記載されています。本プレゼンテーションにおける記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将来予想
に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされ当社グループの仮定および判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在して
おり、それらの要因による影響を受けるおそれがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示的に示される当社グループの将来に
おける業績、経営結果、財務内容に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。当社グループは、本プレゼンテーションの日付後において、将来予想に関する記述を更新して
公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、金融商品取引法に基づく今後の提出書類およびその他の当社の行う開示をご参照下さい。

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証
券報告書等にも記載されていますのでご参照下さい。

• 米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国等の主要市場の経済情勢の動向、特に個人消費および企業による設備投資の動向
• 多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動
• ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の過度な変動による、外貨建てで取引される製品・サービス等のコストおよび価格への影響
• 金利変動を含む資金調達環境の変化等による資金調達コストの増加および資金調達の制約
• 国内外における現在および将来の政治・社会状況の動向や、貿易・通商規制、開製販に関する規制等の変更による当社グループやサプライチェーンの事業活動への影響
• 気候変動を含む環境問題および責任ある調達活動（人権・労働、安全衛生、地球環境保全、情報セキュリティ、企業倫理等）に関する法規制・政策の導入・強化または
税控除・補助金の廃止・縮小

• 当社グループまたはサプライチェーンのシステムに対する不正アクセスやサイバー攻撃等による顧客情報・機密情報の外部流出、業務停止またはネットワーク接続製品の脆弱性に
起因する多大な対策費用負担の発生

• 経営戦略の推進に必要な人材の獲得や、在籍している社員の流出防止の失敗
• 多岐にわたる製品・サービス分野および主要市場の国・地域における競争力維持の成否
• 他企業との提携または企業買収等の成否
• 現在および将来における当社グループの事業再編の成否
• 原材料供給・物流の混乱や価格高騰の発生または長期化
• 企業努力を上回る価格下落圧力や製品需要の減少
• 将来の市場ニーズに応えるための技術革新の成否またはAI（人工知能）等の新たな技術の利活用遅延
• 当社グループにおけるコンプライアンス違反行為（人権・労働に関するものを含む）の発生や労働安全衛生上の重篤な事故の発生等に起因する費用負担または損失の発生
• 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵、品質不正行為等による費用負担または損失の発生
• 当社グループが保有する知的財産権に対する侵害や第三者の知的財産権を使用する上での制約
• 法規制等への違反による行政処分、刑事処分または損害賠償訴訟
• 大規模な自然災害、感染症の世界的流行、テロ・戦争等の発生
• 当社グループが保有する有価証券およびその他の金融資産の時価や有形固定資産、のれん、繰延税金資産などの非金融資産の評価の過度な変動、その他会計上の方針や
規制の変更・強化
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